


序　　　　　文

　エジプト・アラブ共和国は、国内産業を支える人材の育成を重要な課題として、その改善に積

極的に取り組んでいる。その取り組みの一環として、高等教育分野において、主に多くの学生に

大学教育を提供することに注力してきた。

　しかし、エジプト・アラブ共和国では、多くの優秀な学生、特に学部教育を修了した学生が高

度な専門教育を受けるために欧米等の海外の大学院や研究機関に進学して、卒業後は留学先の国

で就職しているといわれ、高等教育分野における「頭脳流出（Brain drain）」現象となる場合がし

ばしば生じている。この現象は同国内の高等教育機関の教育レベルが、高い専門性をもった人材

の育成に対して十分に応えていないことを表している。優秀な人材が就学及び就職先を求めて国

外に流出していくことは、同国の経済社会の発展に負の影響をもたらし、経済的な損失が生じて

いる。

　このような状況において、エジプト・アラブ共和国政府は、同国内の既存大学に加えて、優秀

な人材の育成、新規技術の開発研究等を行うことのできる新しい大学の設立を計画した。同国政

府は、大学設立計画において、産業発展に必要な高度な科学技術と産業人材育成に係る教育経験

を有する我が国にその設立支援を求めてきており、大学名は「エジプト日本科学技術大学（Egypt-

Japan University of Science and Technology）」（以下「E-JUST」）を仮称としている。

　これを受けて、独立行政法人国際協力機構（以下「JICA」）は、2006年３月に現状の把握とエ

ジプト・アラブ共和国側の要請内容及び大学設立計画の内容を精査することを目的とした、プロ

ジェクト形成調査団を派遣し、同国政府及び関係機関との間で協議を行った。本報告書は、同調

査の結果に基づき、プロジェクトの要請背景及び案件の概略を取りまとめたものであり、関係者

に広く活用されることを願うものである。

　ここに、本調査にご協力を頂いた外務省、文部科学省、在エジプト・アラブ共和国日本国大使

館等、内外関係機関の方々に深い感謝の意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いす

る次第である。

　平成 18 年４月

独立行政法人　国際協力機構
中東・欧州部　部長　中川　寛章
人間開発 部　部長　末森　　満
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アブルナガ国際協力大臣（左手前）との協議。

右奥は須藤所長（外務省）、右手前は角田団長

（JICA）。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒラール高等教育大臣（中央）との協議。 

左は牧野駐エジプト日本大使。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サイト入口（Ministry of Military Production 
Training Sectorと記載されている）。 



 
 

 

 
 
 
   

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サイト内の E-JUST に移管予定の施設に設置

されている機材。未使用の機材が多い。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

同施設は民生用に使用されているという説明

をエジプト側はしていたが、一部研究室では

明らかに軍事目的の研究がなされていた 

（写真はミサイル開発のもの）。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カイロ大学工学部郊外キャンパス（Special 
Program設置予定）。実験等用の作業場が設置

されている。 
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第１章　プロジェクト形成調査団の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

１－１－１　経　緯

　エジプト・アラブ共和国（以下、エジプトとする）は、2010 年の欧州連合（EU）との自由

貿易圏形成をめざしており、開発課題として、競争力のある産業の育成、貧困弱者対策、農業・

水資源セクターの開発、環境保全等があげられる。エジプト政府は、競争力のある産業の育成

という課題に対し、輸出振興と国内産業界の国際競争力強化をめざすとともに、国内産業を支

える人材の育成に積極的に取り組んでいる。その取り組みの一環として、エジプトの高等教育

分野において、主に多くの学生に大学教育を提供し、人材育成に資することに注力してきた。

　しかし、多くの優秀な学生、特に学部教育を修了した学生が、更に高度な専門教育を受ける

ために欧米・日本等の海外の大学院や研究機関に進学しているのが現状である。これは、エジ

プト国内の高等教育機関の教育レベルが、高い専門性をもった人材の育成に対して十分に応え

ていないことを示している。また、このような優秀な人材が就職先を求めて国外に流出してい

く「頭脳流出」現象は、エジプトの経済社会の発展に負の影響をもたらし、経済的な損失が生

じている。

　このような状況において、経済発展に必要な工学等の学問領域において、より高度な専門性

をもつ優秀な人材を、エジプト国内の高等教育機関で育成するニーズが高まってきている。ま

た、エジプトの企業が課題とする研究開発能力の向上のために、エジプトの産業界に貢献する

研究及び先端研究を国内で行う環境づくりが求められている。エジプト政府は、このような状

況に対して、既存大学（16 国立大学、９私立大学）に加えて、優秀な人材の育成、適性・先端

技術の開発研究等を行うことのできる新しい大学の設立を計画している。なお、大学名は「エジ

プト日本科学技術大学（Egypt-Japan University of Science and Technology）」（以下「E-JUST」）

を仮称としている。エジプト政府は、同大学設立計画において、産業発展に必要な高度な科学

技術と産業人材育成に係る教育経験を有する我が国に対し、2005年８月にE-JUST設立支援に

係る要請書を提出した（付属資料１－１）。しかしながら、その設立計画及び我が国に対する

要請の具体的内容は漠然としている状況であった（付属資料１－２、１－３、１－４）。

　E-JUST 設立計画の発案の経緯は以下のとおりである。日本、エジプト、サウジアラビアの

３か国の政府は、小泉日本国総理大臣が 2003 年５月の中東訪問の際に、日本とアラブ諸国と

の連携強化等を目的とした「日本・アラブ対話フォーラム」の設立を表明したことを受けて、

その具体化を検討した。その結果、３か国の政府は、日本とアラブ諸国との対話を深めて、今

後の協力関係のあり方を模索することを目的に、2003 年９月に３か国の有識者で構成される

「日本・アラブ対話フォーラム」を設立した。同フォーラムは、2003 年以降、随時開催されて

おり、2005年１月サウジアラビアで開催された第３回会合においては、中東における経済社会

開発のために日本アラブ工科大学の設立構想が検討された。また、同検討を受けて、同大学の

設立構想の検討に対して双方が長期的なパートナーシップをもって取り組むことが合意され、

設立のための技術的可能性を検討することが提案された。

　日本政府は、同フォーラムにおける工科大学の設立構想に係る議論と、2003年５月の小泉日

本国総理大臣とムバラクエジプト大統領との会談以降、両国政府の間で進められている日本と

アラブ諸国との連携強化に係る協議を踏まえ、E-JUST設立計画を｢日本・アラブ対話フォーラ
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ム｣の具体的成果の１つとしてあげ、同計画への対応を検討している状況である。

　以上のような状況を受けて、外務省及び関係諸機関との調整の結果、JICA は、2006 年３月

にE-JUST設立計画の現状把握等を行うためにプロジェクト形成調査団（以下「調査団」）の派

遣を決定した。なお、E-JUST 設立計画は、外交的観点から政府間の政策レベルで検討が行わ

れてきているものであるため、調査は外務省調査団と合同で実施した。

１－１－２　目　的

　調査団は、政府間の政策レベルでの協議を受け、以下の点を重点的に調査し、それらの結果

を踏まえて、具体的な協力範囲（学問分野、規模等）を検討し、エジプト側と協議して共通認

識を得ることを目的とした。

（1）エジプト側の要請内容の確認

（2）高等教育政策上の E-JUST 設立計画の位置づけの把握

（3）既存の施設及び機材の現状確認等の大学設立計画の具体的内容の精査

　上記の３点に加えて、エジプトの高等教育セクターの基礎情報の収集、他大学の現状把握、

産業界の意見聴取等を行い、E-JUST 設立計画の妥当性の検討も行った。

　なお、日本政府によるE-JUST設立計画に対する協力の是非、協力規模等の検討については、

政策レベルの判断によるべきものであるため、外務省調査団による政府間協議に基づくものと

した。

　

１－２　調査団の構成・行程・主要面談者

１－２－１　構　成

団員名

須藤　隆也

成田　誠之助

黒宮　貴義

（参考）外務省調査団構成

役　　　職

日本国際問題研究所　軍縮・不拡散促進センター所長

早稲田大学　教授

外務省中東アフリカ局中東第一課　課長補佐

団員名

角田　学

服部　賢

南雲　道彦

大宮　航時

高橋　悟

分　野

団　長

機械・生産工学

材料・化学工学

企画協力

計画立案／高等教育

役　　　職

JICA人間開発部　課題アドバイザー

長岡技術科学大学　名誉教授

早稲田大学　名誉教授

JICA人間開発部技術教育チーム　職員

有限会社アイエムジー

（*ローカルコンサルタント契約によるカイロ大学工学部講師Mr. Mohamed Hassan Mohmoud

Khalil がエジプト高等教育セクターに係る基礎情報等の収集業務を担当した。）
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１－２－２　行　程

行程／訪問先
本邦発（高橋団員のみ、３月16日まで）
カイロ着
JICAエジプト事務所打合せ、ローカルコンサルタント打合せ、Zaghloul中央冶金
研究所（CMRDI）元所長より大学設立計画の詳細ヒアリング
ローカルコンサルタント打合せ、日本貿易振興機構（JETRO）エジプト事務所よ
り資料収集、カイロ・アメリカン大学（AUC）卒業生インタビュ－
基礎資料作成
カイロ大学工学部・理学部講師インタビュ－
カイロ大学工学部機械工学科長インタビュ－
JETROエジプト事務所ヒアリング
資料整理
基礎資料作成、JICA本部への進捗報告
カイロ大学工学部長インタビュ－
AUCインタビュ－
French University in Egyptインタビュ－
E-JUST設立予定サイト視察、E-JUST準備委員（Sherif  El- Eskandarany教授）か
ら聞き取り調査
米国国際開発庁（USAID）、世界銀行エジプト事務所ヒアリング
資料収集、高等教育省第一次官面会
資料収集、日本大使館への途中報告
資料整理（高橋団員）
本邦発（他団員）
カイロ着（他団員）
20:40～ 夕食兼団内打合せ＠ JICAエジプト事務所
10:15～ 11:15 ヒラ－ル高等教育大臣への表敬
12:00～ 13:15 アブルナガ国際協力大臣への表敬
14:00～ 15:30 昼食会（高等教育省主催）
16:00～ 17:15 高等教育省と協議①：エジプト側の要請内容・設立計画
11:00～ 13:00 サイト視察
13:30～ 15:00 昼食会（国際協力省主催）
16:00～ 17:30 高等教育省と協議②：サイト状況の確認
19:30～ 夕食会（大使館主催）：大学構想関係者
09:40～ 11:30 カイロ大学視察
11:30～ 12:00 カイロ大学発→高等教育省
12:00～ 14:30 高等教育省との協議③：検討事項の確認
15:00～ 16:30 検討の中間総括
19:00～ 夕食会兼日本留学経験者のヒアリング（非公式）
09:30～ 10:30 カイロ大学郊外キャンパス視察
11:00～ 12:00 産業界との協議
13:00～ 15:00 高等教育省との協議④：優先する研究分野他
10:00～ 11:00 高等教育省との協議⑤：協議内容の総括
14:00～ 15:00 事務所報告（角田団長・

大宮団員、高橋団員）
19:00～ 夕食兼団内打合せ
カイロ発
本邦着

日順 月日（曜）
１ ３月４日（土）
２ ３月５日（日）

３ ３月６日（月）

４ ３月７日（火）

５ ３月８日（水）

６ ３月９日（木）

７ ３月10日（金）
８ ３月11日（土）

９ ３月12日（日）

10 ３月13日（月）

11 ３月14日（火）
12 ３月15日（水）
13 ３月16日（木）

14 ３月17日（金）

15 ３月18日（土）

16 ３月19日（日）

17 ３月20日（月）

18 ３月21日（火）

19 ３月22日（水）

20 ３月23日（木）

21 ３月24日（金）
22 ３月25日（土）

資料整理、報告書作成（服部団員・南雲団
員）
カイロ発（服部団員、南雲団員、高橋団員）
本邦着

*エジプトの休日は金曜、土曜。
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１－２－３　主要面談者

（1）高等教育省（Ministry of Higher Education）

Hani Hilal Minister of Higher Education

Ahmed B. Khairy First Undersecretary * 下記準備委員会の委員を兼ねる。

Galal Adbel Hamid Advisor to the minister for educational planning

* 下記準備委員会の委員を兼ねる。

（2）高等教育省 E-JUST 準備委員会（９名で構成）

Abdalla Barakatat Secretary general, Supreme Council of Universities

Ahmed Abo-Ismail Dean of Faculty of Engineering, Assiut University

Ahmed Sharf Eldin Vice Dean of  Faculty of Computers, Helwan Univeristy

Bahaa Zaghloul Managing Director, Technical and Technological Consulting Studies

and Research Fund, Ministry of Scientific Research

Hisham Haddara Professor, Ain Shams University

M. Hamdy Elwany Professor, Faculty of Engineering, Alexandria University

Sherif El-Eskandarany Vice President, Academy of Scientific Research & Technology

（3）国際協力省（Ministry of International Cooperation）

Fayza Aboulnaga Minister of International Cooperation

Nabil Abdel-Hamid Hassan Under Secretary of State

Samiha Barakat Director General of Japan Department

Ingy Basiary Cabinet of Ministry

Afaf Elsawy Department for Cooperation with Asia

Samiha Serry Economic Researcher

Shereen Gamal Eldin Economic Researcher

（4）商工会議所連合（Federation of Egyptian Industry）

Hani Hafez Chairman’s Counselor

Hazem Shawki Seif El Nasr Human Resource Director

（5）カイロ大学

Samir I Shaheen Dean of Faculty of Engineering

Mohammad M. Megahed Vice Dean of Faculty of Engineering

Adel khalil Vice Dean of Faculty of Engineering

Zeinab Safar Dean of Department of Mechanics

Mohamed HassanMohmoud Lecturer, Faculty of Engineering
Khalil

（6）カイロ・アメリカン大学 （American University in Cairo：AUC）

Amr Serag El Din Dean of Department of Mechanics, Faculty of Engineering
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Maha Guindi Dean of Department of Career Advising and Placement Services

（7）エジプト・フランス大学

Taha Abdallah Dean of Faculty of Engineering

（8）日本留学経験者

Abdel Monem El-Batahgy Head of Manufacturing Technology Department, Central

Metallurgical Research and Development Institute

Alber Alphonse Sadek Head of Welding Technology and Inspection Department, Central

Metallurgical Research and Development Institute

God M. El-Qady National Research Institute of Astronomy and Geophysics

Isam R. Hamza カイロ大学文学部日本語文学科準教授

Ola Heikal Lecturer Biology Department, German University in Cairo

（9）世界銀行

Mahmoud Gamal El Din Senior Operations Officer

　（10）米国国際開発庁（United States Agency for International Development：USAID）

Elizabeth Warfield Office Director, Human Resources & Health

Alan Kohan Development and Training Officer

Ali Kamel Senior Economist

　（11）在エジプト日本国大使館

森野　泰成 参事官

薮中　克一 一等書記官

石原　洋 一等書記官

　（12）日本貿易振興機構（Japan External Trade Organization：JETRO）エジプト事務所

土屋　一樹 Research Fellow

Tamer El-Gindi Assistant Manager（AUC 経済学部卒業生）

　（13）JICA エジプト事務所

岡本　茂 所　長

和田　康彦 次　長

星　光孝 所　員

WAEL YAHYA ナショナルスタッフ（Project Officer）

１－３　E-JUST設立構想の概要

　エジプト側による要請書（2005年８月31日、在エジプト日本大使館受領）、「Opportunity Study」

及び「Pre-feasibility Assessment Report」（2005 年 10月４日、在エジプト日本大使館受領）に基
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づく、調査団派遣の前段階におけるE-JUST設立構想の概要は以下のとおりである（詳細は第２章、

付属資料１－１、１－２、１－３参照）。設立計画の内容は、本調査団派遣の前段階でのエジプ

ト側の想定であり、日本側のコミットメントは全くなされていないものである。なお、設立計画

の内容及びその具体的な数値の大半は、早稲田大学がエジプト側に渡したマレーシア日本国際工

科大学設立計画に係る提案書に倣っている。

１－３－１　大学の構成及び運営計画

　学部数、学生数等の大学の構成は以下のとおりである。

（1）学部・学科・プログラム

２学部：工学部、ビジネス・人文学部

５学科：電気・電子・コンピュータ工学、機械・生産工学、材料・化学工学、国際ビジネ

ス・人文、エジプト学・日本学

15プログラム：コントロール・システム、コンピュータ・コミュニケーション、電気装置、

産業・マネジメントシステム、設計、メカトロニック・ロボット、化学・石油化学、ナ

ノ化学・ナノ工学、資源・環境、国際ビジネスマネジメント、異文化マネジメント、技

術マネジメント、エジプト学、日本学、観光学

（2） 学　生

・　学生の受入数については、2007 年の 200 名（各学部 100 名ずつ）から 2017 年の１万名

へと徐々に増やす。

・　学生はエジプト及び海外から受け入れ、2012年までにエジプト人学生と外国人学生と

の比率は７対３となる。

・　学部と大学院（修士・博士）との学生数の比率は６対４となる。

（3）スタッフ

・　学生とアカデミック・スタッフとの人数比率は、工学部は８対１、ビジネス・人文学

部は 15 対１である。

・　テクニカル・スタッフとアカデミック・スタッフとの人数比率は１対２である。

・　教授・助教授・講師の人数比率は、工学部は３対３対４、ビジネス・人文学部は２対

３対５である。

（4） 運営計画

・　高等教育法に基づきエジプト側の研究型大学として設置して、カリキュラムは、エジ

プトと日本の学位の要求を満たす。

・　教育は英語で行われるが、日本語習得のための授業も行われる。

・　収入は、主に政府の補助金、学費、研究成果、寄付及び相談料であてられる。

１－３－２　サイト

　カイロ市中心から北に車で約 50 分かかる場所に所在する軍事産業省訓練センター内の施設
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のうち、３棟を軍事産業省から高等教育省に移管してE-JUSTの大学キャンパスとして利用す

る予定である。なお、実験棟、ワークショップ、グラウンド等の施設は軍事産業省訓練センター

と共同利用することが想定されている（サイトの全体図は付属資料１－５を参照、サイトに係

る詳細は、「第２章２－１－１ サイト・施設」を参照）。

１－３－３　エジプト側投入及び日本側支援（付属資料１－１要請書参照）

（1）エジプト側の投入

・　エジプト側は、土地、建物、施設の開発に係るコストを負担する。同コストには、大

学の建物、管理棟、学生寮、メインホール・実験ホール、スポーツ施設、基礎インフラ、

家具、機材、プロジェクト運営費用を含む。

・　エジプト側はインフラ、建物、高度に装備された研究施設を有する、カイロ郊外に約

145エーカー（約0.59km2）の土地を確保している。主要な施設及び機材の整備も既に了

している。また、エジプト政府は、本大学が完全に設立され、運営が始まりしだい、他

の国立大学と同様に運営経費を負担する。

（2）日本側の支援（エジプト側の想定であり、日本側のコミットメントはなされていない）

・　カリキュラム策定の支援

・　副学長ポストへの研究者派遣

・　各学科への研究者派遣

・　施設及び機材の追加的供与
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第２章　E-JUST設立計画の準備状況

２－１　サイト・施設・機材の状況

２－１－１　サイト・施設

　サイトは、カイロ市北部のBelbais にあり、カイロ市中心部から車で約 50分を要する立地条

件にある（「地図」参照）。国際空港から車で 10 分程度の距離ではあるが、近辺に住宅地等も

少ない。仮に同サイトに大学を設立した場合は、学生はカイロ市内からバスでの通学を余儀な

くされることから、立地条件がよいとはいえない。なお、大学設立を検討しているサイトは、

総面積 145 エーカー（約 0.59km2）の軍事産業省訓練センターの一部であり、土地の所有権自

体はエジプト政府が有しており、大学開学後も継続して政府が所有する予定である（付属資料

１－５）。

　施設は、サイトに既に存在する軍事産業省訓練センター施設のうち、３棟を利用することと

されている。同施設の所有権は軍事産業省が有しており、３棟の所有権を E-JUST開学までに

軍事産業省から高等教育省に移管することを予定している。なお、仮に当該３棟が軍事産業省

から高等教育省に移管された場合も、同一敷地内に軍事産業省訓練センターの他施設は残って

おり、実験棟やグラウンド等の一部施設については軍事産業省と E-JUSTが共同利用すること

をエジプト側は示唆している。同一敷地に軍事産業省関連施設が残る又は一部施設を軍事産業

省と E-JUST が共同利用する場合、E-JUST と軍事産業省との区別が不明確になり、E-JUST に

対して日本側が支援を行えば、「軍に対する支援を日本政府が行っている」という批判を受け

る危険性が高い。

　上記３棟の施設は、エジプト側の説明によると、軍事産業省訓練センターの一部として民生

用で利用されているとのことであった。しかし、調査団の視察時において、一部施設で軍事関

連の開発が行われていた（「写真」参照）。このことは、上述したとおり、仮にこの施設を利用

して E-JUST を開学して、他の施設を軍事産業省と共同利用した場合、軍事関連の開発との関

連性を明確に否定することができなくなる危険性を示唆しており、サイトの軍との関係に係る

整理については、慎重な対応が不可欠である。

　サイト、施設だけでなく、以下２－１－２から２－１－４に記す機材は、E-JUSTではなく、

軍事産業省訓練センターのために整備されたものである。「第１章１－３－３ エジプト側投入

及び日本側支援」で示したエジプト側の投入は、同センターに対する投入であり、E-JUST の

設立を意図したものではない。同センターの一部を使用して新しい大学を設立することになっ

た経緯について、調査団からエジプト側に説明を求めたが、明確な回答がなかった。調査終了

後に、引き続きエジプト側への説明を要請しているが、2006年４月現在、回答はない状況であ

る。なお、施設の詳細な見取図及び機材リストについても、調査団からエジプト側に対して提

出を要請したが、2006 年４月現在、提出されていない。

２－１－２　機材：機械・生産工学分野

　工学研究棟の実験設備は機械、電気、電子工学の広い範囲の領域をカバーする設備が置かれ

ている。実験装置の一部は教育用として高度な設備であるが、他の多くは教育効果が得られる

とは考えられないものである。これらの設備と CAD 用コンピュータを除けば、実験設備とス

ペースは研究用としては使えない。化学研究棟の実験設備は調査団の視察した範囲では少人数
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の教育を対象としたものである。なお、化学実験施設の一部は教育用及び研究用としても使用

可能である。

　視察した範囲ではマシンショップ（機械工作工場）が見当たらなかった。同ショップは、工

学分野全般の学生のトレーニングに必要であり、また研究用の実験装置の製作に使われる極め

て重要な施設であり工学部には不可欠である。

２－１－３　機材：材料・化学工学分野

　現状の機材は部門によって方針が異なっているように思われた。原理を理解させる教育モデ

ル的なもの、同一形式の機器を複数揃えた技術実習的なもの、研究用にも使用できる専門性の

高いものなどである。また、Chemical Engineering 部門では主要な機器が１台ずつ設置されて

いる。しかし、その精度等の仕様は今回の調査では不明で、研究内容が専門化すればそれに必

要な機器の追加設置は不可欠である。設置スペースとともに、機器購入費用が研究費として必

要であろう。また、理工系では汎用的といってよい構造解析機器、たとえばＸ線回折装置、電

子顕微鏡が欠けている。

　学部教育用の機材としては、教育内容によるが、総体的にはかなり充実しているといえよ

う。ただし、機材の整備状況は、カリキュラムの組み方にもよるが、Pre-feasibility Assessment

Report -V3, Version 3（付属資料１－４）で示されている学生数等の数字に対応できるかどう

か、十分な検討が必要である。また、大学院課程には、研究用に機材を占有し、また、研究目

的にあった特殊な装置を製作する必要がある。大学院生が学部学生用の機器を使用すること

は、相互に制約が大きく、大学院専用の研究設備を設置して研究を展開するスペースが必要で

あるが、同スペースは今回の視察では見当たらなかった。さらに、教員の居室は用意されてい

るが、大学院学生を収容する研究室スペースが見当たらなかったことも懸念材料である。

２－１－４　機材：電気・電子工学分野

　E-JUST 予定サイトの環境、施設、実習施設、装置のみで、50 ～ 80 人程度（電気情報系のみ

で）の学部教育、相当程度の大学院教育は実施可能と考える。情報インフラ（キャンパスネッ

トワーク、LLラボ、プログラミング実習施設、CADCAM系設計製作システムは日本の大学に

引けをとらないものも多々ある。LSI 設計、複合生産システム（FMS）、産業ロボット等、一部

高額なものも導入されているが、並列設備数が少なく、教育用より追加施設の導入により研究

開発用に用いるべきものである。

２－２　準備実施体制

　E-JUST の準備実施体制としては、準備委員会が設置されているのみである（委員会の構成は

第１章１－２－３を参照）。準備委員会は９名で構成されており、高等教育省第一次官（Dr .

Khairy）を中心者とし、アシュート大学工学部長（Dr. Abo-Ismail）をコーディネーターとする

模様である。しかし、調査団と準備委員会との協議において、準備委員会の統一的かつ組織的な

見解を得ることはできず、現段階で準備実施体制として的確に機能していない状況であった。

　なお、大学設立のためには、大学教授及び高等教育省職員のみの準備委員会だけではなく、実

務者によって構成されるタスクフォースが必要であることを調査団から指摘し、エジプト側は同

意した。
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２－３　大学設立計画の詳細

　E-JUST設立計画に関して、調査団が本邦出発前までに入手していたエジプト側作成資料は以

下のとおりである。

○　要請書（付属資料１－１）

○　Opportunity Study For the establishment Of Egypt-Japan University for Science & Technology

（E-JUST） In Egypt（作成年月の記載なし）（以下、「Opportunity Study」）（付属資料１－２）

○　E-JUST Pre-feasibility Assessment Report（作成年月の記載なし）（付属資料１－３）

　また、作成年月日は2005年11月12日と表記されているものの、調査団が現地滞在中に入手し

たエジプト側作成資料は以下のとおりである１。

○　E-JUST Pre-feasibility Assessment Report - V3, Version 3（以下「Version 3」）（付属資料

１－４）

　最後に掲げたVersion 3に関しては、その内容は以前提出された「Pre-feasibility Assessment Report

（作成年月の記載なし）」と同じものであるが、収入計画が盛り込まれている点等が異なっている。

ただし、Version 3については、エジプト側が今回の協議の途中でその内容を検討不十分とし、急

遽無効扱いとした。さらにエジプト側は実情をより正確に反映したレポート（Version 4）を作成

したいと申し出てきたため、Pre-feasibility Assessment Report改訂版は調査団帰国後にエジプト

側から提出されることとなった。

　したがって、本節で扱うE-JUST設立計画の詳細については、基本的に調査団出発前までに入

手していた上記資料に基づいて述べるとともに、財務計画（２－３－２参照）については参考と

してVersion 3 を用いて述べることとする。

２－３－１　設立スケジュール及び大学の構成

　E-JUST の設立スケジュールについては、エジプト側は当初E-JUST を 2006 年９月から開学

するとの意向を有していたが、協議最終日に、調査団が 2006 年９月からの開学は準備状況等

にかんがみて難しい旨を伝えたところ、エジプト側も同意した。なお、本件は、調査結果にか

んがみ、具体的な内容を検討する段階でなく、案件の妥当性を検討する材料を集める状況であ

るため、現段階で具体的なスケジュールの策定は不可能である。

　大学の構成は、以下の２学部、５学科、15 プログラムが想定されている。

■　工学部

○　電気・電子・コンピュータ工学科

・Bachelor in Control and Systems Engineering

・Bachelor in Computer and Communication Engineering

・Bachelor in Electronic Device Engineering

○　機械・生産工学科

・Bachelor in Industrial and Management System Engineering

・Bachelor in Precision Engineering

１ 準備委員の１人の説明によれば日本大使館に事前に提出済みとのことであったが、日本大使館は「そのような文書を受け取った

事実はない」とのことである。



－ 11 －

・Bachelor in Mechatronics and Robotics Engineering

○　材料・化学工学科

・Bachelor in Chemical and Petrochemical Engineering

・Bachelor in Nano-Science and Nano-Engineering

・Bachelor in Resources and Environmental Engineering

■　ビジネス・人文学部

○　国際ビジネス・人文学科

・Bachelor in International Business Management

・Bachelor in Cross-Cultural Management

・Bachelor in Management of Technology

○　エジプト学・日本学科

・Bachelor in Egyptology

・Bachelor in Japanology

・Bachelor in Tourism Studies

　調査団は、上記のすべてのプログラムに対して、開学当初から日本が協力を行うことは困難

である旨を申し入れた。エジプト側は、協議最終日において以下のように修正したプログラム

案を提示した。学部のプログラム案に加えて、３つの中核的研究機関の設置を提案した。ただ

し、以下の番号は優先度を示すものではない。

〈修正後のプログラム案〉

■　工学部

１．Bachelor in Electronics and Communication Engineering

２．Bachelor in Industrial and Management System Engineering

３．Bachelor in Mechatronics and Robotics Engineering

４．Bachelor in Material Science and Engineering

５．Bachelor in Chemical and Petrochemical Engineering

■　ビジネス・人文学部

６．Bachelor in Japanology and Cross-Cultural Management

〈中核的研究機関（Center of Excellence ２）案〉

１．Nano-Engineering Research Center

２．Energy Resources and Management Research Center

３．Mechatronics Research Center

　新たに提示された「プログラム案」と「中核的研究機関案」については、他大学との比較、

産業界のニーズ等を勘案した更なる精査が必要であると考えられる。しかし、前者のプログラ

２ エジプトにおける「Center of Excellence」とは、研究機関を意味しており、「国際協力の先端的研究教育拠点」という我が国にお

ける意味合いとは異なるものである。
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ム案は、当初要請書にある工学系９プログラムに対するカイロ大学工学部からの以下コメント

にかんがみると、エジプト国内の工学系の学問領域に対するニーズから大きく異なるものでは

ないことが推測できる。

〈当初要請書記載のプログラム優先度（カイロ大学工学部による順位づけ）〉

１．Bachelor in Computer and Communication Engineering

２．Bachelor in Electronic Device Engineering（ただし、Device は削除すべき）

３．Bachelor in Industrial and Management System Engineering

４．Bachelor in Chemical and Petrochemical Engineering

５．Bachelor in Resources and Environmental Engineering

６．Bachelor in Mechatronics and Robotics Engineering

７．Bachelor in Precision Engineering

８．Bachelor in Control and Systems Engineering

９．Bachelor in Nano-Science and Nano-Engineering（大学院レベルで提供すべき）

　また、調査団による Federation of Egyptian Industry に対するヒアリングの結果、製油、セメ

ント、石油化学に関連する学問領域が今後求められるものであるとの意見を聴取した。この点

は、上記の修正後のプログラム案の Bachelor in Chemical and Petrochemical Engineering が対

応していると考えられる。

　大学の構成は、財務計画、教職員数、学生数及び大学運営計画等と対応するものである。今

後、財務計画等を詰めていくなかで、大学の構成についても上記の指摘等を踏まえて、慎重に

検討していく必要がある。

２－３－２　財務計画

　E-JUST の財務計画に関しては、既述のとおりエジプト側が Version 3 を無効扱いとしたた

め、現時点では存在しない。しかし、今後、Pre-feasibility Assessment Report に対する調査団

の指摘に基づいて、Version 3の改訂版がエジプト側から提出されることを想定して、以下に留

意点を述べることとする。

　表２－１は、Version 3に記載された運営経費の収支の一部を抜粋したものである。この表に

よれば、４年目で運営経費の支出は安定するが、収入に関してはその後も伸び続ける見通しと

なっている。その計算根拠は、教員数は４年目に 126 人（エジプト人 101 人、外国人 25 人）

に達した段階で頭打ちとなるが（職員についても同様）、学生総数（両学部の学部生及び大学

院生数）は４年目に 2,125 人に達した後も増え続け、９年目には 4,125 人に達するとしている

ためである。

　収支計画の基礎となっている教員数と学生数とのバランスは、１教員が担当する講義数等に

よるものであり、同バランスを考慮して今後検討していく必要がある。
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　次に、Version 3 の収入計画によれば、以下の授業料を学生から徴収するとともに、企業から

の受託調査とコンサルティング業務を行い、さらに社会人向けの公開授業を提供することに

よって表２－２のような収入見通しを立てている。

○　工学部〔学部生 ２万 5,000 エジプトポンド（LE）／大学院生１万 2,500LE〕

○　ビジネス・人文学部（学部生 ２万 LE ／大学院生１万 LE）

　表２－１、２－２を踏まえて、エジプト側が提出する予定のPre-feasibility Assessment Report

改訂版に関しては、以下の点に留意して精査する必要がある。

（1） 政府交付金

　表２－２のとおり、E-JUST は、政府からの財政的な支援は一切想定せず、私立大学同

様の収支計画を有しているが、新規大学が政府からの資金的な支援を抜きに財務的な安定

性を確保することは難しい。高等教育省第一次官は、E-JUST の運営予算については、高

等教育省の全面的な支援と内閣の有する national educational fund による支援を言明して

いる。

　Pre-feasibility Assessment Report 改訂版においては、エジプト政府の財政的な支援に係

るコミットメントを精査する必要がある。なお、カイロ大学工学部の場合、工学部の全年

間予算２億 5,000 万 LE（人件費含む）のうち、９割をエジプト政府が負担している。

（2） 年間授業料

　現在、他の国立大学の授業料は無料である。国立大学の文系学部の特別プログラムの授

業料は年間3,000LE程度、またカイロ大学工学部が予定している特別プログラムの授業料

は年間１万～１万 5,000LE である。私立大学では、AUC が６万 LE 程度、エジプト･フラ

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ７年目 ９年目

支 出 -23,293,950 32,949,562 43,092,775 51,166,000 51,166,000 51,166,000 51,166,000

収 入 -11,170,000 26,340,000 41,585,000 59,702,500 71,740,000 93,652,500 105,777,500

収 支 -12,123,950 -6,609,562 -1,507,775 08,536,500 20,574,000 42,486,500 054,611,500

表２－１　E-JUST運営経費の収支
（単位：LE）

（出所）Version 3

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ７年目 ９年目

政府交付金 0 0 0 0 0 0 0

授業料　　 08,000 20,075 32,150 47,687.5 59,725 81,637.5 093,762.5

受託調査等 02,650 05,225 07,875 09,975.0 09,975 09,975.0 009,975.0

公開授業　 00,520 01,040 01,560 02,040.0 02,040 02,040.0 002,040.0

合　計　　 11,170 26,340 41,585 59,702.5 71,740 93,652.5 105,777.5

表２－２　E-JUSTの収入見通し
（単位：千 LE）

（出所）Version 3



－ 14 －

ンス大学が２万～２万 5,000LE である。

　E-JUST の授業料設定については、他大学の授業料だけでなく、募集する学生の学力な

どを勘案して、その適切さを判断する必要がある。

（3）教員１人当たりの学生数

　４年目以降は、教員数が安定する一方で学生数は増加し続ける計算となっている。４年

目の教員１人当たりの学生数は 16.9 人であるのに対して、９年目では 32.7 人となる。教

員１人当たりの学生数は、教員の担当する講義数等を勘案して判断するものであるため、

単純に教員１人当たりの学生数の数値のみで判断できるものではない３。エジプトの他大

学や我が国の大学と比較してその妥当性を検討する必要がある。

（4）受託研究及びコンサルティング業務による収入

　表２－２によれば、E-JUST の受託研究及びコンサルティング業務による収入は、４年

目以降毎年 997 万 5,000LE となっている。この収入は、126 人の教員によって組織的に得

る見込み額である（個人に直接支払われる収入は含まれていない）。カイロ大学工学部

（「第３章３－２－１ カイロ大学」参照）との比較は以下のとおりである。

　表２－３のとおり、現行の見通しではカイロ大学工学部よりもE-JUSTのほうが教員１人

当たりの受託研究及びコンサルティング業務収入が高くなっている。新設大学となるE-JUST

が、既に社会的に高い評価を得ているカイロ大学以上の外部収入を得ることは難しいと思

われる。　

　受託研究等による収入は、全収入の１割を占めているものであるため、同収入の見通し

を慎重に設定する必要がある。

（5）公開授業の詳細

　現時点では、どのような内容の授業を、どれくらいの期間、いくらの授業料で、だれを

対象に、何人の教員で提供するのか、詳細は不明である。したがって、公開授業の詳細に

ついて今後精査する必要がある。

２－３－３　教職員及び学生の採用方法

　教職員の採用については、エジプト側は、国内外にいる優秀なエジプト人研究者を高額の報

酬、良好な教育・研究環境、「日本」というブランドによって採用できる、としている。また、

３ 参考までに日本の理系私立大学の教員１人当たりの学生数は30.5人である。（日本私立学校振興・共済事業団編『今日の私学財政

平成15年度版』）

受託研究等収入 教員数 教員１人当たり収入

E-JUST 09,975,000 LE 126人 79,167 LE

カイロ大学工学部 25,000,000 LE 622人 40,193 LE

表２－３　E-JUSTの受託研究収入と教員１人当たりの収入
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学生の採用についても、既存の大学は中等教育修了者の大学への進学希望に十分に応えられて

いないことに加えて、大学名に「日本」というブランド名を冠することによって優秀な学生を

集められる、としている。エジプト側は、このような楽観的な見通しをもっているが、教職員

及び学生の採用方法について、具体的な採用基準、処遇、採用スケジュール等具体的な検討を

していない。

　教職員及び学生は、大学の運営上、最重要事項であり、その採用については慎重な検討が不

可欠である。特に、学生が授業料無料の国立大学（特にカイロ大学やアインシャムス大学のよう

に社会的評価の高い大学）ではなく、上述したように授業料を徴収する新規大学である E-JUST

を志望するようになるためには、より緻密な計画を策定する必要がある。
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第３章　E-JUST設立計画に係る考察

３－１　高等教育セクターの概要

３－１－１　高等教育の概況

　エジプトの基礎教育には、６年間の初等教育（primary education）と初等教育後の３年間の

予備教育（preparatory education）があり、義務教育である。基礎教育修了者は本人の希望と学

力によって３年間の中等教育（secondary education ／普通課程と職業課程に分かれる）に進む

道が開かれている。さらに中等教育修了者は全国統一試験の結果（日本でいう高校２年生と３

年生の学年末に受けた試験結果の平均点）に応じて志望大学に進学することが可能である。

（1）大学数・学生数

　現在エジプトには国立大学が16校、私立大学が９校存在する。私立大学については個別

にしかデータを入手できないため、ここでは国立大学について述べる。エジプト側は、

E-JUST を国立大学若しくは大統領令に基づく特別な大学として設置する予定である。な

お、高等教育大臣からは、E-JUSTを日本とエジプトとの特別協定（Special agreement）に

基づく大学としたいという発言があったが、同協定に係る対応は我が国外務省が検討して

いる。

　表３－１は各国立大学の学部数、学部学生数、大学院生数等である。なお、国立大学の

うちAl-Azhar大学は宗教教育に比重を置いた特殊な大学であるため、表には含まれていな

いことを付記する。

（出所）高等教育省資料（カイロ大学工学部・理学部教員経由で入手）

（注）Cairo大学のFayoumu、Beni Suefの各分校、Zagazig大学のBanha分校は、2005年末に独立した

　　大学へと昇格したが、新しい大学別のデータがないため本表では各分校の母体となったCairo大

　　学、Zagazig大学に統合して示してある。

大学名 学部数 学部学生数 大学院生数 設立年 所在地

Cairo University 043 1,221,955 036,563 1908 Giza

Ain Shams University 017 1,169,475 033,952 1950 Cairo

Alexandria University 025 1,158,740 020,187 1942 Alexandria

Assiut University 018 1,063,995 004,927 1949 Assiut

Tanta University 021 1,116,709 011,999 1972 Tanta

Mansoura University 025 1,113,410 008,515 1972 Mansoura

Zagazig University 030 1,154,689 015,968 1974 Zagazig

Helwan University 018 1,096,327 008,254 1975 Helwan

Minia University 018 1,040,996 005,966 1976 Minia

Menoufia University 021 1,077,303 006,589 1976 Menoufia

Suez Canal University 023 1,049,471 004,553 1976 Suez Canal

South Valley University 021 1,064,519 004,430 1995 South Valley

合　計 280 1,327,589 161,903 ― ―

表３－１　国立大学の学生数等（2004/05 年）
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　また国立大学の工学部（Faculty of Engineering）に在籍する学部学生と大学院生の数は

表３－２のとおりである。ちなみに全学生数に占める工学部学生の割合はカイロ大学で学

部 6.0％、大学院 10.3％、アインシャムス大学で学部 6.2％、大学院 4.5％、アレキサンド

リア大学で学部 7.9％、大学院 5.3％となっており、絶対数においても割合においてもカイ

ロ大学工学部の大学院が最大規模であることが分かる。

　参考までに、カイロ大学、アレキサンドリア大学及びアインシャムス大学、３大学の理

工系学部を表３－３に示した。他大学（国立及び私立）及び農学部を含めた一覧表は付属

資料２－３を参照。また、上記３大学の工学部が提供する研究分野は付属資料２－４を参

照。

理工系学部

・　Faculty of Engineering

・　Faculty of Science

・　Faculty of Computer and Informatics

・　Faculty of Engineering

・　Faculty of Science

・　Faculty of Computer and Informatics

・　Faculty of Engineering

・　Faculty of Science

（出所）Higher Education in Egypt、高等教育省、2002年

表３－３　主要３大学の理工系学部

大　学

Cairo University

Ain Shams University

Alexandria University

大学名 学部学生数
大学院生数

ディプロマ 修　士 博　士 合　計

Cairo University 13,286 1,477 2,657 1,617 3,751

Ain Shams University 10,581 1,253 1,021 1,266 1,540

Alexandria University 12,555 1,263 1,636 1,169 1,068

Assiut University 05,573 1,017 1,199 1,017 1,233

Tanta University 01,547 1,012 1,169 1,038 1,219

Mansoura University 06,330 1,015 1,198 01,42 1,255

Zagazig University 13,471 1,095 1,478 1,144 1,717

Helwan University 13,434 1,032 1,282 01,54 1,368

Minia University 03,350 1,018 1,185 01,31 1,234

Menoufia University 09,640 1,011 1,196 01,40 1,247

Suez Canal University 03,796 1,013 1,123 1,027 1,163

South Valley University 01,277 1,000 1,018 1,000 1,018

合　計 94,840 1,206 6,162 1,445 8,813

（出所）高等教育省資料（カイロ大学工学部・理学部教員経由で入手）

表３－２　国立大学工学部（2004/05 年）
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（2）大学卒業者数

　2002/03 年の大学卒業者数は全国で 25 万 7,117 人である。このうち理系学部卒業者は

６万 618 人（23.6％）、人文系学部卒業者は 19 万 6,499 人である。また前者のうち工学部

の卒業生は１万 3,145人で卒業生全体の 5.1％、理系学部の中では 21.7％を占めている１。

（3）教員数

　Al-Azhar 大学を除いた国立大学 12 校の全教員数は５万 5,689 人である。主要３大学の

職責別教員数は表３－４のとおりである。なお、これら３大学の工学部の職責別・学科別

の教員数は付属資料２－５のとおりである。

３－１－２　高等教育の実状

　本節の内容は、主にカイロ大学工学部の教員からの聞き取り調査結果によるものである。定

量的な分析ではないが、高等教育関係者からみた高等教育の実態を示し、エジプトの高等教育

の現状の一端を把握することを目的に記す。より精緻な情報については、エジプト高等教育省

に関連資料の提出を要請しており、同結果に基づき取りまとめるものとする。

（1）中等教育段階における進路選択

　エジプトの中等教育は日本の高校課程に相当するが、高校１年生から２年生に進級する

段階で生徒の希望により理系コースと文系コースに分かれる。文系コースに進んだ生徒は

大学の理系学部を受験（応募）することはできず、文系コースの場合も同様である。もし

途中で進路変更を希望する場合には、高校２年生からすべてやり直さなければならない。

（2）入学選考

　大学への入学は、中等教育の第２及び３学年（日本の高校２及び３年生）の学年末（通

常６月）に実施される全国統一試験の結果（２回の単純平均点）によって決まる。進学希

望者は３～４週間後に得られる試験結果とともに第１志望から第13志望までの大学の学部

を記入した応募書類を各州に設置された高等教育省の出先機関に提出する（最小志望単位

は学部であり、学科まで細かく書くことはできない）。応募書類はカイロの高等教育省に一

職　責 カイロ大学 アインシャムス大学 アレキサンドリア大学

教授（Professor） 02,663 1,537 1,715

准教授（Assistant professor） 01,690 1,238 1,018

講師（Teacher） 02,713 2,127 1,246

助講師（Assistant Teacher） 02,336 1,592 1,023

指導員（Instructor） 01,953 1,299 1,171

合　計 11,355 7,793 6,173

表３－４　主要３大学の教員数

（出所）Statistical Year Book of A.R.E. 1995-2003、中央動員統計局、2004年

１ Statistical Year Book of A.R.E. 1995-2003、中央動員統計局、2004年
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元的に集められ、各大学各学部で点数の上位者から希望校を割り当てていく。

　ただし、エジプトでは大学の序列が明文化されてはいないものの、伝統的に固定化され

ており、学生がカイロ大学、アインシャムス大学、アレキサンドリア大学といった順に志

望学部を申請することが多いこと、また大学最高審議会（Supreme Council of Universities：

以下「SCU」）がカイロ大学を頂点とした序列を変えようとしないことに留意する必要があ

る。したがって、結果的に優秀な学生からカイロ大学、アインシャムス大学、アレキサン

ドリア大学、以下他大学へと振り当てられる状況が続いている。

（3）大学間格差と大学評価

　上述のように大学に序列はあるものの、実際にカイロ大学が他大学に比べてより良い教

育や研究が行われているどうかは確かめようがないとのことである。大学評価はSCUが行

うことになってはいるものの実質的に機能していないようである。世界銀行が設立を支援

している国家質保証審議会（National Quality Assurance Council：NQAC）は、正に大学

評価のニーズに応えようとするものであり、我が国の大学評価・学位授与機構（National

Institution for Academic Degrees and University Evaluation：NIAD-UE）に相当するもの

と考えられる。なお、工学部や学科のカリキュラムや構成要素である科目（必修科目・選

択科目）の内容は大学によって多少差異はあるもののほぼ似通っているとのことである。

（4）授業料

　エジプトでは教育は無償で提供されることが憲法で謳われており、基本的に国立大学の

授業料は無料である。なお、エジプトの公立大学はすべて国立大学であり、我が国のよう

な県立大学や市立大学は存在しない。

　他方、私立大学は授業料を徴収しているが、国立大学においても、高等教育省の認可が

得られれば、各学部において有料の特別プログラムを行うことが可能である。この特別プ

ログラムのメリットは、高等教育省からの配布予算が減少傾向にあるなかで大学又は各学

部で独自に財源を確保できること、多少の授業料を払ってでも、より高いレベルの教育を

受けることを望む学生を対象により少人数で授業を行うことができることである。

　なお、学生の大学選択基準は大学に対する社会的評判であることは（2）で述べたが、国

立大学には寮が完備されていること、また親戚を下宿先とする学生も多くいることから、

多少経済的には厳しくても子弟の学業さえ優秀であれば学士号取得までは多くのエジプト

人が希望するものである。他方、修士課程以上の学問の追求は、親よりも本人の責任で行

うべきものとエジプトでは考えられており、学費は安いものの、働きながらあるいは結婚

して家族を支えながら学ばなければならず、大きなリスクと困難を伴うものと認識されて

いる。

（5）学科選択、成績評価、卒業要件

　大学は、通常９月から12月までの前期と１月から６月までの後期の２学期制を採用して

いる。工学部は５年課程であり、１年生のときは全員が同じ授業科目を履修する。各学科

には２年生への進級時に分かれる。特定の学科に定数以上の希望者が出た場合には、成績

上位者から採用していく。なお、カイロ大学工学部では以下の学科の人気が比較的高い。
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・　Computer Engineering

・　Electronics Engineering

・　Mechanical Engineering

　学生の成績は試験結果のみで評価されるのが通例である。その理由として学生数が多す

ぎて平常の授業態度を考慮することができないことがあげられる。試験には理論試験

（theoretical examination）と実技試験（practical examination）があり、共に毎学期末に行

われる。配点の目安は前者が 60 ～ 70％、後者が 30 ～ 40％である。

　卒業要件に関しては、カイロ大学工学部の場合、単位制（credits）や単位時間制（credit

hours）は採用しておらず、修了すべきコース（科目）数を単に設定しているだけである。

１回の授業時間は 50 分間で各学期の長さは 13 ～ 15 週間であるが、学生は卒業までに毎

学期８～ 10 コースを履修する必要がある。

（6）講義と実験の割合

　カイロ大学工学部の場合、講義と実験の割合は半々となっている。ただし、講義は教授

が行い、実験は助教授かインストラクターが指導するというパターンが多い。

（7）教員の処遇、教員生活

　カイロ大学工学部にかかわらず、国立大学の教員給与は極めて低い水準に設定されてい

る。担当講義数、研究活動の結果の良否によって給与は変わらない仕組みになっている。

また、大学から提供される研究費は非常に不足している。したがって、教員のうちほぼ全

教員が、学部や学科、研究分野ごとに組織的ではなく、個人的にコンサルティング業務や

外部委託研究（applied research）に従事している。その比率は前者が８割、後者が２割程

度である。

　さらに学外業務による収入は、個人収入の８割以上を占め、大学から支給される給与は

最大でも２割程度にしかならない、という状況である。エジプトでは大半の小学校教員は

放課後に家庭教師（private teaching）をしており、学校に勤務するのは家庭教師をする児

童を探すため、あるいは自分を家庭教師として指名してもらうためであるとさえいわれて

いる。このように教員が副業（といっても本業による収入よりもはるかに多い）に精を出

すことは大学・大学院にまで及んでいる。

　カイロ大学には多数の教員が在籍しており、教員は自分の意志で自由に研究休暇（ただ

し無給）を取ることができ、海外の大学や国内の私立大学で数年間教鞭を執ったあとに再

びカイロ大学に戻ってくる教員も多い。

　カイロ大学工学部の場合、教員の職責は以下のように分かれており、上位職責への昇進

に際しては最低５年間を要する。ただし、カイロ大学では終身雇用制をとっており、ひと

たび指導員（Instructor）以上に採用されれば、重大な過失や職務怠慢がない限り、定年ま

でカイロ大学教員（Teaching Staff）として在籍できる。
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（8）産学連携

　上述した外部委託研究のなかでも産学協同研究と呼べるような高度で先進的な研究はご

くわずかである。委託研究の内容は学術研究（academic research）よりも応用研究（applied

research）が主であるが、研究開発部門を有するような大企業が少ないことから、委託研究

の件数も少ない。したがって、教員は生活の糧を得るために自身の専門分野とは異なるコ

ンサルティング業務に従事している。

（9）学生への就職指導

　基本的に国立大学は学生に対する就職支援を行っておらず、学生は自分で就職先を見つ

ける必要がある。大学側は就職活動には一切関知していないため、卒業生の就職状況に関

する情報を全くもっていない。大学側が就職部のような部署を設けない理由は、学生数が

多すぎて対応できないこと、また、そのような部署を設置する予算ももっていないからと

のことである。

　他方、学生を採用する企業の側では学生の学業成績よりも、出身大学（学部）を重視す

る。また、学位よりも実務経験を重視する企業が多いため、修士号や博士号を取得してい

ることが就職に際して有利に働くことはないとのことである。その理由としては先にも述

べたとおり、高い研究能力を要する研究開発を行っている企業がエジプトには少ないこと

があげられる。

　（10）大学設置基準

　今次調査では、エジプトの国立大学設置基準に関する法令を入手することはできなかっ

たが（JICA 事務所から高等教育省第一次官あてに同法令の提出を求める要請を発出済

み）、私立大学の関連法令は入手した（付属資料６－２ Law No. 101/1992 Concerning The

Establishment of Private Universities and its Executive Statutes D. No. 219/202 参照）。

　この法令を見る限り、我が国文部科学省の大学設置基準２に示されているような数値基

準（例えば１年の授業期間は 35 週、卒業要件は 124 単位以上、校地面積は学生１人当た

り 10m2 として計算など）は明記されていないが、大学を設立しようとする者は代理人を

通じて以下の事項を記載した申請書類を高等教育省に提出する。その後、高等教育省は同

書類を私立大学審議会へ回して、審査が行われる。承認・非承認の結果は審議会から高等

教員（Teaching Staff）

教　授（Professor）

准教授（Associate Professor）

講　師（Lecturer）

助講師（Assistant Lecturer）

指導員（Instructor）

表３－５　カイロ大学工学部の教員の職責

昇進に必要な年数

―

５年以上

５年以上

５年以上

５年以上

資格要件

博士号保有及び十分な研究実績

博士号保有及び十分な研究実績

博士号保有及び十分な研究実績

修士号保有及び博士課程在籍者

学士号保有及び修士課程在籍者

２ 学校教育法、学校教育法施行令、大学設置基準に関しては、文部科学省のウェブサイトで閲覧可能。〈http://www.mext.go.jp/b_menu/

houdou/16/09/04092701a/012.htm〉
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教育省へ、そして代理人へと通知される手順となっている。

①　大学名と所在地

②　大学の目的

③　設立者氏名と経歴（国立大学の学長、副学長、教員は不可）

④　法律顧問の氏名と経歴

⑤　大学の人的及び物理的資源

⑥　大学の使命遂行に適当であるかを判断するための、サイト、サイトの適合性、サイ

トの権利、サイトと建物の図面、大学設置の工程を網羅した詳細調査結果

⑦　大学の資本金及び、設立者（出資者）別の金額

⑧　大学の持続的経営を可能にするための年間収入・支出の見込み（公認会計士によっ

て十分に精査された調査結果）

⑨　おおよその予算案

⑩　学部、学科、研究ユニット

⑪　学生数の見込み、学部、学科、研究ユニットへの入学要件

⑫　エジプト人学生向けの特待制度や奨学金についての内規

⑬　授業期間、制度、カリキュラム、試験、学位授与などについての規程

⑭　常勤教員の任命・配置計画

⑮　エジプトの他大学、アラブ諸国や海外の大学との協力・協定の計画

⑯　開学見込み年月

３－１－３　高等教育戦略

（1）高等教育分野への政府支出

　エジプトの政府支出に占める教育予算の概要は表３－６のとおりである。この表から、

政府支出に占める教育分野の割合は漸増傾向にあり、また教育支出に占める高等教育（大

学）の割合は安定（27％台で推移）していることが分かる。

（2）高等教育開発計画

　世界銀行の高等教育向上プロジェクト担当官から、2000 年から 2017 年にかけての長期

の高等教育開発計画が存在するとの情報を得たため、高等教育省第一次官にその提出を要

2000/01 2001/02 2002/03 2003/04

政府支出 112,614.3 126,852.8 143,013.6 159,602.3

教育分野への支出 016,524.6 018,125.4 020,190.6 022,199.9

　割合（％） 13.9 14.1 14.3 14.7

初等・予備・中等教育への支出 011,925.9 013,177.4 014,597.1 016,053.3

　割合（％） 72.2 72.7 72.3 72.3

高等教育（大学）への支出 004,598.7 004,948.0 005,593.5 006,146.5

　割合（％）　 27.8 27.3 27.7 27.7

表３－６　教育分野への政府支出
（単位：百万LE）

（出所）Statistical Year Book of A.R.E. 1995-2003、中央動員統計局、2004年
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望したが、エジプト側から提出された資料は、前大臣（Dr. Amr Ezzar Salama）名で作成

されたパワーポイント資料（Higher Education & Scientific Research in Egypt“The Future”）

のみであった。

　同資料によれば、高等教育システムの目標達成のための活動計画として以下の６点をあ

げている。

①　高等教育セクターの受容能力の最大化

②　質の保証と実績の評価

③　高等教育セクターの受容能力を最大化するための ICTの活用

④　大学院教育と科学研究の促進

⑤　教員及び職員の能力開発

⑥　学生サービスの充実と手続きの簡素化

　このうち、①に関しては高等教育の受容能力を増大させる、市民団体や企業を母体とし

た国立大学と私立大学を新規に設立することを奨励しているほか、専門的な機関の支援を

得て、例えば以下のような特別な国立大学（specialized national universities）の設立構想

も掲げている。

・　University for Engineering sciences

・　Political, Administrative and E-commerce sciences University

・　Medical and pharmacological sciences University

　このほかにエジプトの高等教育開発計画に類するものとしては、同じく前大臣名で作成

された文書（High Education and Academic Research System in Future Egypt）３があるが、

その内容は基本的に上述のパワーポイント資料と同様である。

３－２　他大学との比較

　本節では調査団が訪問した大学からの聞き取り調査の結果を述べるが、本調査はあくまでも各

大学、特に工学部の概況や特徴を把握するために実施したものであり、時間の制約上、調査の視

点や質問事項も大学ごとに変えてある。したがって、各大学の内部事情を詳細かつ網羅的に調査

したものではないことを付記しておく。

３－２－１　カイロ大学

（1）工学部プロフィール

・　学部学生１万 4,000 人強。大学院生 3,000 人、教員 900 人強。

・　毎年の卒業生は約 2,000 人。

・　1935 年の工学部設置以来約５万 6,000 人の卒業生を輩出。

（2）工学部予算

・　全工学部の年間予算は約２億5,000万LE（約50億円。人件費含む）。うち８割（２億LE）

は教職員の給与に充当される。

・　残りの5,000万 LEを研究費、機材購入費、施設維持費などにあてている。この5,000万

３ 同資料には作成年が明記されていないが、おそらく2005年であると推測される。
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LE のうち、半分（2,500 万 LE）は高等教育省から支給されているが、残り半分は工学

部にある17の研究所と７つの中央実験室が主に外部機関（公的部門約７割及び民間部門

約３割）から委託調査やコンサルティング業務を行うことで収入を得ている。

・　コンサルティング業務を個人的に行うことは認められている。ただし、契約書に工学

部のスタンプが押してあると発注先（クライアント）が安心するので、同スタンプを望

む相手が多い。工学部経由で仕事をした場合、報酬の配分は工学部 20～ 50％、教員 50

～ 80％の割合である。教員個人で実施した場合は 100％個人が報酬を受け取る。

（3）特別プログラム（Special Program）

・　他学部では既に実施しているが、工学部では 2007 年９月から８つの特別プログラム

を開講する予定にしており、現在、その認可を高等教育省に申請中である。このプログ

ラムは Computer Engineering、Communication Engineering、Water Engineering、

Construction、Energy & Environment などについて、特に関心のある学生向けに比較的

廉価ではあるが有料（１万～１万 5,000LE）で授業を提供するものである。

・　特別プログラムのメリットは以下のとおり。

①　関心が高く優秀な少数の学生に対して、良質のプログラムを提供することができる。

現在工学部の学部学生は１万 4,000 人弱であるが、この数は多すぎる。適正規模は

5,000 人と考えている（なお、大学院生の数は現状のままで適正規模と考えている）。

②　学生にとって過度に経済的負担にならない程度で廉価なプログラムを提供すること

で、多少ではあるが独自に収入を得ることができる。

・　高等教育省から各大学への予算は年々減っており、このような特別プログラムの実施

を同省は奨励している。

・　特別プログラムに対して高等教育省から 1,500 万 LE を５年間、借入れすることがで

きるが、返却を念頭に財務的に自立できる収支計画を立てる必要がある。

（4）海外の大学との特別交流プログラム

・　Computer、Communication の分野でメリーランド大学から教員を招へい。またWater

Engineeringの分野においてアリゾナ大学から教員を招へいしている。その他、ヨーロッ

パの大学からRisk Management、Costal Managementについても教員を招へいしている。

（5）E-JUST 設立計画についてのエジプト側コメント

・　E-JUST 設立に係る準備委員会にカイロ大学工学部の教員が入っていないことは奇異

である。E-JUST を設立するにしても、結局はカイロ大学工学部から多くの教員をリク

ルートしなければならないであろう。

・　公立（国立）大学を設立・運営していくためには、多額の資金を必要とする。高等教

育省にそのような予算があるとは思えない。同省の政策ではこれ以上は国立大学をつく

らず、むしろ私立大学を増やそうとしているはずである。

・　新しい国立大学が１校増えるということは、その分だけ他の国立大学の予算が減るこ

とを意味する。仮にE-JUST を国立大学として設立したとしても、その運営予算を高等

教育省が持続的に割り当てていけるかどうかは疑問である。
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・　2005年末に設立された３つの国立大学は、その前身はカイロ大学の分校であった（表

３－１の「注」参照）。つまり大学を新設したわけではなく、数年間分校として機能して

いたものを大学に昇格させた。そのようなステップが重要と思われる。

・　E-JUST をカイロ大学工学部の特別プログラムの１つにすることは可能であり、効率

的である。仮に E-JUSTを新設できたとしても、カリキュラムの審査に多大な労力が必

要となることは明らかである。

・　E-JUST 準備委員会が作成した工学部の９つのプログラムについて、現時点でニーズ

が高く今後重要と思われるプログラムの順位は以下のとおりと考える（２－３－１で言

及済み）。なお、カイロ大学工学部としては、今後の環境工学・石油工学等を研究分野と

して重視している。

①　Computer & Communication Engineering

②　Electronic Devices Engineering

③　Industrial & Management System

④　Chemical & Petrochemical Engineering

⑤　Resources & Environmental

⑥　Mechatronics & Robotics Engineering

⑦　Precision Engineering

⑧　Control & Systems Engineering

⑨　Nano-Science & Nano-Engineering

（6） その他（工学部・理学部カリル講師からの追加説明）

・　基本的に研究費、機材購入費、施設維持費などすべてが不足している。

・　学生に提供するカリキュラム（科目構成）は学科長と他の教員が案を作成し、最終的

に学部長から承認を得る。ただし、近年大幅な変更はされていない。

・　学会への参加などで一番渡航する機会が多い国は米国、次いでヨーロッパである。次

いで、他のアラブ諸国である。１人の教員の参加回数は年に１～２回程度。

・　学会参加は航空賃、日当・宿泊費込みで招へいされる場合もあるが、回数は少ない。

航空賃のみ大学が支給してくれる場合あり。しかし、多くの教員は、自分で（時に専門

外の）コンサルティング業務を行い、同業務で得た報酬を専門の研究費にあてている。

・　教授になるまでは上述のような努力をするが、教授になった途端にその努力をやめて

しまう者も多い。

３－２－２　カイロ・アメリカン大学（American University in Cairo：AUC）

（1）AUC のステータス

・　評議会（board of trustees）が所有する完全な私立大学である。同評議会は約 40 人か

ら構成され、米国人が 85％、他はサウジアラビアやエジプト人などである。

（2）政府からの支援

・　米国政府からの支援はない。

・　エジプト政府からの財政的な支援も皆無である。
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（3）運営予算

・　運営予算の３分の２は授業料で賄われている。残り３分の１は米国での endowments

（寄付金や基本財産を運用して得たお金）で賄われている。

・　年間授業料は約６万LE（約 120万円）である。ただし、実験室を使う工学部ではやや

授業料が多い。

（4）AUC の特徴

・　エジプトの他の大学との差別化は特に意識していない。米国と同じシステムの大学を

エジプトにつくり、中東全体に広めることがねらいである。

・　米国のリベラルアーツカレッジ（教養大学）をモデルとしているため、工学部といっ

ても人文系の科目を比較的多く履修する。

・　教授言語が英語であることも他の大学と異なっている。

・　米国の工学部（School of Sciences and Engineering）は４年間（通例 135 単位）であ

るが、エジプトの工学部は５年間なので162単位を卒業要件としている。ちなみにAUC

工学部は ABET（米国工学系高等教育課程認定機関）から認定されている。

（5）入学選考

・　エジプト人学生については全国統一試験の結果をみる。基本的に書類審査のみ。ただ

し、教授言語が英語であるため、英語の試験を行っている。

・　学力があるにもかかわらず英語力が不足している者に対しては英語集中コースが用意

されている。

（6）外国人比率

・　教員に関しては、人数比率として AUC の規程で米国人 45％、エジプト人 45％、外国

人 10％とすることが定められている。ただし、工学部では米国人教員は 45％に達して

いない。

・　学生は85％がエジプト人。残りが外国人である。このなかには交換プログラムとして

提携を結んでいる米国の数大学からの留学生も含まれている。

（7）教　員

・　教員の大半は専任教員である。非常勤講師は通例１科目だけ教える。これを授業数に

換算すると８割の科目が専任教員によって教えられ、２割の科目が非常勤講師によって

教えられている。

・　専任教員のうち６割が終身在職権（tenure）を得ており、４割は終身在職権を得てい

ない専任教員である。終身在職権を得るために最大で６年間勤務することが許されてい

る。６年間を超えると AUC を退職しなくてはならない。この制度は米国の大学と同じ

である。

・　教員は次の５つの業務を行うこととされている。業務に費やす労力は、大体、教育６

割、研究３割、他の業務が１割である。
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①　教育（teaching）

②　研究（research）

③　学生へのサービス（services to students）

④　大学への貢献（services to university）

⑤　専門活動（professional activities）（コンサルティング業務を含む）

・　エジプト人専任教員の出身大学は、その多くがカイロ大学かアインシャムス大学であ

る。同大学出身の教員を重点的に選んだわけでなく、研究業績等を審査した結果による

ものである。

（8）内部及び外部評価

・　学生による授業評価に加えて幅広い内部評価を組織的に実施している。また大学最高

審議会（SCU）による外部評価が３年に１回ある。

・　さらに、詳細かつ多岐にわたる内部評価を実施し、ABET に報告書を提出している。

これは特に重大な問題がない限り６年に１回実施している（問題があった場合には３年

に１回ABETから人が派遣される）。同評価の一環として、AUC卒業生を雇用している

企業にも質問票を配布して回収している。その質問票はAUC内のInstitutional Planning

and Assessment Research and Testing（組織的計画・評価研究・検証ユニット）という

組織と就職支援部が作成している。

（9）学生への就職支援

・　就職支援部（CAPS）は 1991年に設立された。エジプトで就職支援部があるのはAUC

だけであるが、米国の大学では特別な組織ではない。

・　CAPS の職員数は 10 人程度である。

・　企業から仲介手数料を得ているわけではない。単に就職支援は重要かつ必要との認識

で行っている。

・　Eメールで求人情報を現役学生及び卒業生に送っているが、学生の書いた履歴書を企

業に送付する手伝いをしている。多数の履歴書が送付されると企業が対応に苦慮する場

合があるので、学生の専門性と求人内容が大きく異なる場合にはCAPSで第１次審査を

する場合がある。

・　AUC の卒業生の就職先はおおよそ民間企業が 90％、公的部門 10％である。

・　AUC卒業生は他大学の卒業生よりも就職がしやすい傾向があるようだが、その理由と

して、①比較的裕福な家庭の子弟である学生が多く、企業側が同様の学生を望む傾向が

ある、②英語で教育を行っているため、語学力のある社員を望む企業に評判がよい、が

あげられる。

３－２－３　エジプト・フランス大学

（1）エジプト・フランス大学のステータス

・　2002 年に開学した完全な私立大学。

・　2006 年４月にシラク・フランス大統領とムバラク・エジプト大統領の参列の下、開学

を祝う式典が開催された。
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（2）設置学部

・　次の３学部から構成される。

①　工学部（Faculty of Engineering）･･･2003 年開設

　・Dept. of Mechanics

　・Dept. of Information Technology & Telecommunications

　　（工学部長は、カイロ大学工学部に籍を置くエジプト人の教授である）

②　応用言語学部（Faculty of Applied Languages）･･･2002 年開設

③　経営情報学部（Faculty of Management and Information）･･･2002 年開設

（3）フランス政府からの支援

・　エジプト政府からの支援（私学助成金）は皆無。ただし、フランス外務省との取極め

に基づいて、同国外務省から支援を受けている。

・　支援内容は、副学長１人、工学部コーディネーター（兼教員）、経営情報学部コーディ

ネーター１人（兼教員）の合計３人の長期専門家の派遣であり、フランス政府は彼らの

基本給（基本手当）と旅費を提供している。任期は２年ごとに更新する。他方、フラン

ス大学は宿舎を提供し、また日当を支給している。特にこの日当がフランス人にとって

はインセンティブとなっている。

・　長期専門家のほかに、工学部では年間約３人の短期専門家を派遣してもらっている。

支払いの仕組みは長期専門家と同じである。

・　工学部長としては少数の専門家に長期で滞在してもらうよりも、短期でより多く、よ

り多分野の専門家に来てほしいと思っており、その理由はフランス人の顔がより見える

大学となるからである、カイロ大学がフランス語を用いて教えている特別プログラムと

の差別化が図れず、フランス大学の特色が出ないことを危惧している。

・　ちなみに工学部コーディネーター（兼教員）は毎学期３科目を教えているが、工学部

長としては少ないと考えている。

・　フランス政府以外に、フランスの NGO からも支援を得ている模様。

（4）学　生

・　全学生数は約 700 人。

・　工学部の学生数は約 95 人。2003 年に設置されたので、５年課程のところであるが、

現段階では３年生まで在籍している。

・　フランスの高等教育システムを採用しているため、学生が学科に分かれるのは３年生

からである。現在３年生は機械工学科に15人、IT及び通信学科には11人が在籍してい

る。

・　入学選考に際しては全国統一試験の結果に基づく。統一試験に加えて、フランス語の

試験を課している。競争率は低く、ほぼすべての応募者を受け入れている。

・　年間授業料は大体２万～２万 5,000LE（約 40 ～ 50 万円）。

・　大学の寮はない。学生は、大学近くの民間アパートを借りるか、カイロ市内から通学

している。
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（5）教授言語

・　フランス語。

・　来年度からはフランス語５割、英語５割にする予定。また応用言語学部では一部アラ

ビア語での授業を行うことを検討中。

（6）展　望

・　将来は AUC のように社会的に評価の高い私学となることをめざしている。

・　学生数の拡充も検討中である。

（7）現在の問題

・　学生数が集まらないため、経営を軌道に乗せることに腐心せざるを得ない状況であ

る。

・　フランス人の顔が見えて本大学の特色をより色濃く出すために、フランス本国からは

少数の長期専門家ではなく、より多数の短期専門家に来てほしいと考えている。

・　大学のロケーションが悪く、通学が不便であること。

（8）E-JUST 設立計画についてのエジプト側コメント

・　E-JUST が国立大学であることは財政面で安定するという点では良い。

・　私立大学とした場合、授業料が高いので（本学のように）学生数が伸び悩む可能性が

ある。

３－３　案件の妥当性

３－３－１　エジプトの産業構造

　エジプトの国内総生産の内訳は表３－７のとおりである。農業部門の比率は漸減しているも

のの、鉱工業部門は比較的堅調に推移している。石油産業は価格変動によって大きく左右され

るが、近年の原油価格高騰の影響もあって 2004/05 年の GDP 比は 12％を超える伸びを示して

いる。同国が今後経済発展を持続させていくためには、鉱工業部門の更なる発展が必要であ

り、同部門のGDP 比を 25 ～ 30％に引き上げることが課題であるとされている４。このほか、

インフォーマル経済がGDPの約 30％を占めているともいわれるが、このことが信頼性の高い

統計を作成できない要因のひとつとなっている（同国の主要指標は付属資料２－１を参照）。

４ ARCレポート 2005、（財）世界経済情報サービス（ワイス）、2005年 11月
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　エジプトの貿易収支は表３－８のとおりであり、輸入額に対して小規模な輸出額を背景に慢

性的な赤字の状態が続いている。

　同国の輸出額の内訳は表３－９のとおりであり、石油関連では石油製品、非石油関連では最

終製品が大きな割合を占めている。しかし、輸出額自体が小さいことから、現時点では原油及

び石油製品以外に主な輸出品目がないことが同国の経済の脆弱性の大きな要因となっている。

輸出品目の詳細については付属資料２－２を参照。

1996/1997 2000/2001 2004/2005
金額 割合（％） 金額 割合（％） 金額 割合（％）

GDP合計 247,028 100.0 332,545 100.0 504,430 100.0

一次産品部門 118,992 48.2 165,899 49.9 255,521 50.7

　農　業 41,882 17.0 55,065 16.6 75,293 14.9

　鉱工業 43,383 17.6 63,483 19.1 86,200 17.1

　原油・石油製品 17,461 7.1 26,300 7.9 64,143 12.7

　電　気 4,172 1.7 5,291 1.6 9,779 1.9

　建　設 12,094 4.9 15,760 4.7 20,107 4.0

生産サービス部門 82,889 33.6 106,858 32.1 164,170 32.5

　運輸・通信 22,695 9.2 30,112 9.1 52,114 10.3

　貿易・金融・保険 56,364 22.8 71,389 21.5 94,950 18.8

　ホテル・飲食業 3,830 1.6 5,357 1.6 17,106 3.4

社会サービス部門 45,147 18.3 59,787 18.0 84,739 16.8

　住宅・不動産 4,375 1.8 6,879 2.1 17,726 3.5

　公益事業 915 0.4 1,445 0.4 51,895 10.3

　社会保険 165 0.1 261 0.1 － －

　政府・社会サービス 39,692 16.1 51,202 15.4 15,118 3.0

表３－７　GDPの内訳
（単位：100万 LE）

（出所）Monthly Economic Digest、通商産業省、2005年 12月

（注）金額は要素費用（factor cost）ベース。

2001 2002 2003 2004 2005（１～９月）

輸出額 4,114 4,688 6,189 7,701 7,132

輸入額 12,633 12,524 10,939 12,865 14,760

収　支 ▲8,519 ▲ 7,836 ▲ 4,750 ▲ 5,163 ▲ 7,628

表３－８　貿易収支の推移
（単位：百万米ドル）

（出所）Monthly Economic Digest、通商産業省、2005年 12月
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　このほかのエジプト経済の特徴としては、貿易外収支による外貨獲得があげられる。同国へ

の旅行者による観光収入、スエズ運河通行料、在外エジプト人労働者による送金が貿易収支の

赤字を穴埋めしている。

３－３－２　エジプトの雇用状況

　エジプトの総人口は 2004 年１月１日時点で約 6,865 万人であり５、アラブ諸国のなかでは最

大の人口大国である。このうち就業人口は約1,812万人（軍人及び国外就業者を除く）で６、部

門別の就業人口は表３－10のとおりである。また同国の失業率の推移は表３－11のとおりで

ある。

　エジプトでは、年間雇用創出数 40 万人に対して新規労働力の流入は 70 ～ 80 万人ともいわ

れており、高失業率が常態化している。その最大の原因は 7,000 万人に達しつつある巨大な人

口を抱えながら、多くの労働力を必要とする鉱工業部門の GDP 比が 20％以下で、雇用吸収力

が弱いことによる７。鉱工業部門（12.4％）に対して、農業部門の就業人口は 30％を占めてお

り、表３－７のとおり、GDP比率は漸減しているものの、失業に対する緩衝剤的役割を担って

いることがこの表からうかがえる。

（出所）Monthly Economic Digest、通商産業省、2005年 12月

５ Statistical Year Book of A.R.E. 1995-2003（６頁）、中央動員統計局、2004年６月
６ 同上（20頁）
７ ARCレポート 2005、（財）世界経済情報サービス、2005年 11月

品目／年 2001 2002 2003 2004 2005（１～９月）

石油関連 1,593 1,530 2,454 3,078 3,358

－原油 294 316 342 404 379

－石油製品 1,299 1,214 2,112 2,674 2,979

非石油関連 2,520 3,158 3,735 4,624 3,774

－原綿 185 330 367 483 150

－原材料 227 274 312 494 424

－半製品 574 585 1,077 1,088 991

－最終製品 1,244 1,536 1,590 2,096 1,701

－自由貿易ゾーン 290 433 387 455 507

再輸出品 2 0 2 7 0

全輸出額 4,114 4,688 6,189 7,701 7,132

表３－９　輸出額の推移
（単位：百万米ドル）
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　その他、エジプトの雇用状況の特徴は、公的部門の就業人口が全体の３分の１以上を占める

こと８、また若年層（15 ～ 24 歳）の失業率が 20％（2001 年）９と高いことである。表３－ 12

は学歴別の労働人口と失業率を示したものである。

1996/97 1997/98 1998/99 1999/00 2000/01 2001/02 2002/03 2003/04 2004/05

失業率 8.4 8.2 8.1 9.0 9.2 9.0 9.9 10.0 9.5

表３－ 11　失業率の推移
（単位：％）

（出所）Monthly Statistical Bulletin Vol. 106、中央銀行、2006年１月

８ Human Development Report : Egypt 2005、UNDP、2005年
９ Human Development Report 2003、UNDP、2004年

セクター 就業人口（人） 割合（％）

農　業 05,410,800 030.0

鉱工業 02,231,400 012.4

建　設 01,335,000 007.4

小売業 02,149,900 011.9

ホテル・飲食業 02,290,400 001.6

運輸・通信 01,139,700 006.3

教　育 01,963,900 010.9

保健医療 02,543,900 003.0

サービス 02,786,300 004.4

その他 02,210,800 012.2

合　計 18,118,600 100.0

表３－ 10　セクター別就業人口

（出所）Statistical Year Book of A.R.E. 1995-2003、中央動員統計局、2004年

（注）各部門の就業人口を実際に合計すると表中の合計と一致しないが、本表ではオリジナルの数

　値のまま記載した。

労働人口（労働力） 失業人口

人数（千人） 割合（％） 人数（千人） 割合（％）

非識字者 04,617 023 1,012 000.5

読み書きできる者 03,799 019 1,015 000.7

中等教育未修了者 01,092 005 1,023 001.0

中等教育修了者 06,382 031 1,478 065.9

高等教育未修了者 01,009 005 1,146 006.5

高等教育修了者 03,460 017 1,567 025.3

合　計 20,360 100 2,241 100.0

表３－ 12　学歴別の労働人口と失業率（2003 年）

（出所）Human Development Report：Egypt 2005（104頁）、UNDP、2005年
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　この表から中等教育修了者は労働人口の31％を占めている一方で、失業人口の65.9％を占め

ており、極めて多くの若者が失業状態にあることが分かる。特筆されるべきことは、失業人口

に占める高等教育修了者（大卒者）の割合であり、全体の４分の１を占めるに至っている。な

お、大卒者全体に占める失業者の割合も 14.0％と高く（付属資料２－１参照）、大卒者の７人

に１人は職に就いていないことになる。

　なお、非識字者や読み書きできる（程度の）者の失業人口比率が低い理由としては、農業や

インフォーマルセクターに吸収されていることが推測できる。

３－３－３　開発計画及び産業政策

（1）国家開発計画

　前オベイド内閣（1999～2004年）が策定した現行の長期計画「社会経済開発長期ビジョ

ン（2002/03 ～ 2021/22）」では、以下の主要目標が掲げられている 10。

①　天然資源の保存と砂漠地の開発

②　人口成長率の引き下げ

③　高率の持続的成長

④　国際収支の均衡

⑤　貧困削減及び所得分配の公平化

⑥　人的資本開発と雇用増加

⑦　社会サービスの向上

　また、現行の「第５次５か年計画（2002/03 ～ 2007/08）」では、以下の目標とそれを達

成するための戦略が掲げられている 11。

〈目標〉

①　年間 75 万人の雇用創出

②　年平均 6.2％の成長

③　低所得者層に配慮した国民生活改善及び社会サービスへの予算割り当て増加

④　投資率引き上げ

⑤　貯蓄率引き上げ

⑥　リソースギャップ縮小

⑦　貿易収支の赤字縮小

⑧　経常収支の赤字を黒字に転換

〈戦略〉

①　国際収支赤字削減と雇用促進のための輸出促進

②　比較優位のある資本財、高付加価値財に焦点を当てた工業化プロセスの深化

③　雇用指向による失業の削減

④　生産性向上、コスト削減、品質向上、市場開拓、技術開発を通じたエジプト企業の

競争力強化

⑤　純経済便益を極大化するための投資インセンティブの最適化

10 対エジプト国別援助計画第４次案、外務省、2005年 12月
11 同　上
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⑥　地域的不均衡の是正

⑦　地域開発、社会保障制度の拡大、基礎的な社会サービスの向上、零細・小規模企業

活動の促進、公平への配慮を通じた貧困削減

⑧　開発プロセスにおける女性の参加拡大

　E-JUST 設立構想は、上記戦略のうち特に①～④を推進するためのひとつの方策として

位置づけることが可能と思われる。ただし、調査団との協議において、エジプト側から開

発計画と E-JUST との関係に係る明確な説明はなく、引き続きこの点はエジプト側に明確

な説明を求めていく必要がある。

（2）産業政策

　エジプト通商産業省の外郭団体である産業近代化センター（Industrial Modernization

Center： IMC）は 2003 年 11 月にエジプト産業政策青書（Green Paper on Industrial Policy

in Egypt）を作成しており、同国の現状を表３－ 13 のように整理している。

　さらに通商産業省はエジプト産業開発戦略（Egypt’s Industrial Development Strategy /

Industry : The Engine of Growth）を現在作成中である。同戦略では、2025 年までにエジ

プトを中東及び北アフリカ地域における指導的工業国家にすると謳っているほか、以下の

３点を主要な柱として掲げている。同戦略に基づく「戦略上の重点分野」は図３－１のと

おり。

ビジネス環境

・規制が多く複雑な投資環境

・強力で効率的な商業紛争解

決機関とメカニズムの欠如

・複雑な税制

・所有権の軽視

・マクロ経済環境の不透明さ

・政府の調達規程の複雑さ

・政府機関の官僚的体質

・企業統治と公的説明責任の

貧弱さ

・高い財務コスト

・債券及び株式市場の未成熟

・複雑で時間のかかる税関審

査

表３－ 13　エジプト産業の現状

構　造

・産業インフラが分

断されている。

・産業基盤が狭い。

・資本化が低水準の

中小企業の割合が

高い。

・インフォーマルセ

クターが大きい。

・サービス産業と限

られた産業ネット

ワークとの結びつ

きが弱い。

・民営化プログラム

が未了のため価値

連鎖が混乱してい

る。

文　化

・離職・転職率が高

い。

・勤労倫理を守る

こ と が で き な

い。

・品質、技術力、標

準や基準の遵守

を軽視する傾向

がある。

・ホワイトカラー

とブルーカラー

の間の社会的格

差が大きい。

・チームワークが

欠如している。

・意識レベルが低

い。

労働力

・生産性と技術スキ

ルが低く、労働者

に競争力がない。

・労働市場において

需要と供給がミス

マッチの状態にあ

る。

・訓練センターが不

足している。

・高度専門的な経営

スキルが不足して

いる。

・職業教育システム

が非効果的であ

る。

・専門的訓練が欠如

している。

（出所）Green Paper on Industrial Policy in Egypt、IMC、2003年
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　E-JUST の設立にあたっては、開発計画、高等教育政策のみならず、産業政策との連携

を重視し、産業人材育成、産業界のニーズに沿った研究活動のあり方を検討すべきであ

る。

　

３－３－４　我が国の ODA 政策

　平成 17 年度改訂作業中の対エジプト国別援助計画においては、今後５年間程度を対象とす

る我が国援助のめざすべき方向を「競争力のある安定した経済社会に移行すること」とし、以

下のとおり「持続的成長と雇用創出の実現」、「貧困削減・生活の質の向上」及び「地域安定化

の促進」を我が国の対エジプト援助の３本柱としている 12。

①　持続的成長と雇用創出の実現

　エジプト経済が現在直面している持続的な人口増加を背景とする雇用確保と、グローバ

ル化の進展による外国の企業及び製品との競争激化という２つの大きな課題に対し、投

資・ビジネス環境整備、輸出促進・国内産業育成、観光振興、環境対策などへの支援を行

う。

②　貧困削減・生活の質の向上

　経済成長と並び重要な開発課題となっている貧困削減、特に貧困層の生活の質の向上に

対し、ミレニアム開発目標の達成に向けて、公共サービス拡充・改善（衛生インフラ、保

健医療など）、基礎教育充実・改善、農村開発、社会福祉の向上などへの支援を行う。

③　地域安定化の促進

　エジプトが中東地域及びアフリカ地域の安定化に向けて果たしている建設的な役割に対

し、中東の平和と開発のための支援、サブ・サハラ・アフリカ諸国の開発のための支援を

行う。

　なお、上記①に関し、我が国外務省は改訂作業中の対エジプト国別援助計画第４次案」のな

かで、理工系の高等教育分野で日本が支援を行うことの重要性を言及している。E-JUST 設立

計画は、この点で対エジプト援助において位置づけることができるが、他の開発課題を勘案し

て、エジプトに対する援助という全体像における優先順位を明確にする必要がある。

３－３－５　他ドナーの援助動向

（1）世界銀行

　世界銀行は、法制度改革、組織再編、独立した質保証メカニズム及び評価システムの構

築などを通じて、エジプトの高等教育システムの質と効率性の向上を図るべく、高等教育

向上プロジェクト（Higher Education Enhancement Program：HEEP）を 2002 年４月から

2007年 12月までの予定で実施中である（融資総額5,000万ドル）。主要コンポーネントは

以下の３つである 13。

①　統治と運営に関する改革を通じた効率性の向上

12「JICAエジプト事務所概要」（2006年２月１日現在）より抜粋。
13 Project Appraisal Document on a Proposed Loan in the Amount of US$50 Million to the Arab Republic of Egypt for a Higher Education

Enhancement Project (No. 23332-EGT)、世界銀行、2002年
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ａ．高等教育を定める法制度の改革（大学により多くの自治権を付与する）

ｂ．予算交付メカニズムの合理化

ｃ．国家質保証審議会（National Quality Assurance Council：NQAC）の設立

ｄ．キャパシティー・ビルディングと運営研修

②　大学教育の質と妥当性の向上

ａ．コンピュータ・ネットワークのインフラ整備

ｂ．大学教職員に対する研修

③　中級技術教育の質と妥当性の向上

ａ．技術専門学校の技術短大への昇格

ｂ．カリキュラム編成とインストラクター研修

ｃ．学務及び運営管理の強化

（2）米国国際開発庁（USAID）

　米国国際開発庁（United States Agency for International Development：USAID）は、職

業訓練、高等教育関連で以下の２つのプロジェクトを実施したが、いずれも終了してい

る。

①　University Linkages Ⅱ･･･1,800 万ドル（1993 ～ 2003 年）

　　概要：エジプトと米国の大学間の共同応用研究の推進を図る。

②　Skills for Competitiveness Developed･･･2,500 万米ドル（2000 ～ 2004 年）

　　概要：情報技術（IT）関連のスキル習得のための研修を行う。

　

　その他、USAIDは、過去にエジプト政府が設立を認めたEgyptian Technological University

という私立大学のMBAプログラムに支援を行う予定があり（USAIDは私立大学へも支援

可能）、事前調査に 500 万ドルを費やした。しかし、同大学設立計画が途中で頓挫してし

まったため、支援を中止した、という経緯がある。頓挫した理由は、当時、私立大学設立

の規制がかなり強く、進捗状況が芳しくなかった、ということである。

　現在、USAIDとしては、複数の国立大学の看護学部と教育学部（新規教員養成）に対し

て援助を行っている。それは保健衛生と基礎教育の向上をめざしたものであり、高等教育

分野に対する関心が高いというわけではない。USAIDの説明によれば、その理由は、大学

教育はごく少数のエリート育成のためになされているからとのことである。

　USAID の人的資源及び保健部長（Director, Human Resources & Health）は、エジプト

の高等教育を問題視しており、そのひとつに学生数の多さをあげている。また改善すべ

き、かつ現実に改善可能な点として以下の２点をあげている。

①　学生から授業料を徴収すること

②　私立大学設立に係る規制を一層緩和すること

３－３－６　我が国の協力の妥当性

　３－３－１から３－３－５に加えて、以下の理由から、本件は、我が国の協力の妥当性及び

具体的な協力内容について、調査団の派遣時の状況のままでは検討を更に進める状況ではな

い、と結論づけることができる。
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（1）サイトに関する懸念事項

・　サイトが軍事産業省の敷地内にあること。

・　敷地内の一部（主に３つの建物）を E-JUST が使用し、他の施設は軍事産業省が引き

続き使用する予定であること。また、軍事産業省訓練センターと E-JUST が共同で利用

する予定の作業場（workshop）等があること。

・　現在、土地はエジプト政府が所有するが、施設と機材は軍事産業省が所有しているこ

と。エジプト側は、施設と機材を軍事産業省から高等教育省に移管すると説明している

が、そのスケジュールが明らかにされていないこと。

・　E-JUST 用に使われる予定の施設について、エジプト側は現在も民生用に利用してい

るという説明をしていたが、実際には明らかに軍事関連の研究開発がなされていたこと

（「写真」参照）。

・　E-JUST に使用する予定の建物各階の図面が提示されていないこと。

・　調査団から提出を依頼した現有機材のリストが提示されていないこと。

・　現在の施設・機材では収容できる学生数は最大で 150 人程度であり、Pre-feasibility

Assessment Report の定める数値に対応できないこと。

・　カイロ市内から車で 50 分程度を要し、利便性が低いこと。

（2）E-JUST 設立準備に関する懸念事項

・　高等教育大臣及び国際協力大臣は二国間政府で新たに E - J U S T のために協定

（agreement）を結ぶことを想定しており、同協定に基づく日本側の永続的な支援を期待

していること。なお、外務省調査団からエジプト側に対して、エジプト側の想定してい

るような協定の締結を現段階では検討していない旨を伝えた。

・　E-JUST 準備委員会の９人の委員の間で意思統一が十分になされていないこと。

・　当初は設置済みとエジプト側が説明していた、準備委員会を支える実務者グループ

（タスクフォース）が設置されていないこと。

・　エジプト側から最新版として提出された「E-JUST Pre-feasibility Assessment Report

Version 3」が、協議途中でエジプト側の申し出により無効扱いとなったため、E-JUST

設立計画に係る財務計画も含めた詳細の計画書が存在しないこと。

・　国立大学の設置手続きや法令を調査団に提示していないこと（JICA事務所から文書に

よる提示を要求済み）。

・　エジプト側で開発課題及び高等教育政策における本件の位置づけについて明確な説明

がなされていないこと。

・　大統領令によって E-JUST 設立の認可が出されたとしても、カリキュラム等の審査に

おいて、カイロ大学等の教育関係者で構成される承認審議会によってその内容が厳しく

吟味されるため、中身のあるカリキュラム等を策定する必要があること。

（3）E-JUST 運営に関する懸念事項

・　学部教育と大学院教育・研究のどちらに重点を置くのか、エジプト側で意見が統一さ

れていないこと。

・　E-JUST に関する収入計画がないこと。政府交付金、授業料、受託研究費、コンサル
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ティング業務、トレーニング等による収入計画が提示されていないこと。

・　E-JUST に対するエジプト政府からの財政的な支援について、明確なコミットメント

がなされていないこと。

・　教職員及び学生の採用に関する具体的な計画が不明瞭であること。

　以上のように基礎的な情報、又はエジプト側で明確にすべき事項についても、明らかになっ

ていない状況である。また、エジプト側は、楽観的かつ抽象的な説明に終始し、エジプト国内

の他大学（国立及び私立大学）と様々な要素（各大学の人気度・難易度、授業料、教員給与、

受託研究費、施設・機材の整備状況等）を比較したうえでの現実的な数値や根拠を全く示すこ

とができず、エジプトの産業構造、高等教育分野等の現状等を踏まえた検討はできていない状

況である。

　なお、エジプト側は、調査団からの上記事項に係る指摘に対して不明確な回答が多く、回答

の矛盾を調査団が指摘すると、今後の対応を約束するという対応の繰り返しであった。今後

は、拙速な対応を避け、エジプト側の準備状況等を口頭ではなく、文書で確かめながら慎重に

対応していくことが望ましい。
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第４章　結　論

４－１　エジプト側への指摘事項

　第２章でE-JUST設立の準備の現状を説明したが、大学設立のコンセプト、将来展望、必要な

投入（スタッフ、機材、施設）、財務計画等、大学の設立及び運営のすべての面において、準備

は不十分である。また、エジプト側の関係者間でE-JUST設立計画に関する意見が統一されてい

ないことも本調査で明らかになった。第３章で教育セクター・他大学・産業構造等の現状を把握

したが、これらのエジプトの現状を踏まえて判断すると、高等教育政策上のE-JUSTの必要性は

不明確であり、エジプト側からの妥当な説明もなく、３－３－６のとおり、本件の妥当性と具体

的な内容の検討をこのままの状況で更に進めることは適切でない。

　このような状況を踏まえて、準備を担う実務者の不在、準備委員会の準備不足、財務計画の現実

性の低さ、教職員及び学生の採用方法の具体性のなさ等にかんがみて、日本側から付属資料４－４、

４－５に基づいて以下の点を特に強調して指摘した。エジプト側は同指摘を受けて、Pre-feasibility

Assessment Report を改訂することに同意した。

〈日本側の指摘事項〉

　①　全体計画（準備段階からフル稼働段階まで）

　②　特徴（ユニークさ・看板は何か・何を売りにするか）

　③　中身（教育・研究・社会活動の重みづけ、カリキュラムづくり）

　④　機関の位置づけと支援体制（E-JUST 内外の支援組織）

　⑤　人材の確保の可能性：スタッフ（教員・技官・事務官）と学生

　⑥　財務（収入の見通し、支出計画、教員の給与・運営費、政府助成金）

　⑦　土地・施設・機材と運営・維持管理

　⑧　卒業生の活躍の場・社会のニーズ

　⑨　実社会とのかかわり（産業界、他大学・研究所、自治体・地域コミュニティー等）

　⑩　制約条件下での上記①～ ⑨のマッチング（全体調整）・持続性

　上記指摘事項に加えて、調査団及び外務省調査団は、「２－１－１ サイト・施設」で記したと

おり、当該サイトが軍事産業省訓練センター内に所在し、施設の移管後においても同センターの

他施設を共同利用することに対して強い懸念をエジプト側に示した。日本側の協力活動が軍事産

業省と一切関連がないことを確証することは、本案件の実施妥当性の判断に不可欠であり、妥当

性の判断をせずに案件の具体的な内容を更に検討することは難しい。なお、調査団との協議にお

いて、エジプト側はサイトに対する日本側の指摘に対して不明瞭かつ不統一な回答を繰り返して

おり、2006年４月現在、サイト候補地と軍との関係が明確になっていないことは特筆すべきこと

である。

４－２　今後の協力の方向性

　エジプト側から、当該サイトと軍との関係について明確に説明し、軍との関連がないことを明

らかにすること、及び日本側の指摘事項を踏まえたPre-feasibility Assessment Reportを改訂する

こと、の２点が提示された時点で、その内容を日本側が精査する必要がある。この作業をせずに、

E-JUST設立計画の具体的な精査、計画に対する協力の方向性を検討することは適切でない。な
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お、１－１－２のとおり、調査団の当初の目的は、具体的な協力範囲を検討してエジプト側と共

通認識を得ることとしたが、調査団は、記述のとおり、エジプト側の予想以上の準備不足等を現

地で確認するに至ったため、エジプト側と具体的な協力範囲の協議以前の作業が重要と判断し、

一連の協議を通し、４－１の指摘事項に係る合意を行った。

　また、本件は、政治的・外交的な観点からの検討も進められてきており、エジプト側は、日本

の科学技術に係る教育及び研究手法の導入を希望している。しかし、本件は、エジプトの開発課

題における優先順位、高等教育の現状を踏まえて妥当な計画とするように留意すべきである。こ

れは、政治的決定によって新たな大学を設立したとしても、開発課題及び高等教育の現状に反す

るようであれば持続性や発展性を確保できないことは明らかである。

　エジプト側は軍事産業省の敷地内に大学をつくることを大前提として想定しているようではあ

るが、エジプト側が先進的で需要の高い分野の工学系高等教育・研究を行うことを望むのであれ

ば、修士・博士課程を提供している国立研究所（National Research Center）やカイロ大学工学部

が建設中の新キャンパスで予定されている特別プログラム（special program）に対する支援を行

うことで本件の代替案とすることも今後の検討課題にできる。

　また、エジプト側が軍事産業省の当該サイトの全施設及び敷地を高等教育省に正式に移管して、

軍との関係性を整理したうえで、改めて日本側に協力支援を打診する可能性がある。この場合、

日本側の対応として、高等教育セクター等に係る本格的な調査の実施、又は企画調査員の派遣等

により、E-JUST設立計画の妥当性の検討、詳細な計画の策定等を行う代替案があると思われる。

しかしながら、新しい大学をゼロに近い状態から設立するためには、４－１で示したような数多

くの解決すべき重要項目が存在する。また、E-JUST は永続的な教育機関となることから、我が

国の協力内容、規模、期間、投入可能性、人材確保等を総合的に判断したうえで、同計画への支

援のあり方を慎重に検討することが強く望まれる。
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	表　 紙
	序　 文
	地　 図
	写　 真
	略語表
	目　 次
	第１章　プロジェクト形成調査団の概要
	１－１　調査団派遣の経緯と目的
	１－２　調査団の構成・行程・主要面談者
	１－３　E-JUST 設立構想の概要

	第２章　E-JUST 設立計画の準備状況
	２－１　サイト・施設・機材の状況
	２－２　準備実施体制
	２－３　大学設立計画の詳細

	第３章　E-JUST 設立計画に係る考察
	３－１　高等教育セクターの概要
	３－２　他大学との比較
	３－３　案件の妥当性

	第４章　結　論
	４－１　エジプト側への指摘事項
	４－２　今後の協力の方向性

	付属資料
	１．エジプト側資料
	１－１　要請書
	１－２　Opportunity Study for the establishment of Egypt-Japan University for Science & Technology (E-JUST) in Egypt





